
 

津市監査委員告示第４号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第２項、第５項及び第７

項の規定に基づく監査を実施したので、同条第９項の規定による監査の結果に

関する報告を次のとおり公表する。 

 令和５年８月２３日 

 

      津市監査委員 小 津 直 久   

                               津市監査委員  安 藤 友 昭   

             津市監査委員 安 井 広 伸   

                              津市監査委員 岩 脇 圭 一   

 

 別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第１ 監査の基準 

   監査委員は、津市監査基準（令和２年津市監査委員告示第３号）に準拠 

  して監査を行った。 

 

第２ 監査の種類 

  １ 地方自治法（以下「法」という。）第１９９条第２項に基づく監査

（以下「行政監査」という。） 

  ２ 法第１９９条第５項に基づく監査（以下「随時監査」という。） 

  ３ 法第１９９条第７項に基づく監査（以下「財政援助団体監査」という。） 

 

第３ 監査のテーマ 

  １ 行政監査 

     市に事務局が置かれている任意団体の会計事務について 

  ２ 随時監査 

     工事監査 

  ３ 財政援助団体監査 

     市に事務局が置かれている任意団体への財政援助について 

 

第４ 監査の目的 

１ 行政監査及び財政援助団体監査 

    市から補助金等の財政援助を受けている団体の中には、その補助金等

の交付を所管する部局に当該団体の事務局が置かれ、市職員が事務局員

を兼ねて、会計事務に従事している場合がある。 

    これらの団体は、市の組織とは異なる任意の団体であることから、市

が定める条例、規則・要綱等の規程は適用されず、市として統一された

ルールがない中で、団体独自に運営されているのが実情である。 

    市の組織とは異なる団体の事務ではあるものの、市職員が、公金であ

る補助金等の交付を受けて、団体の資金を管理しており、内部統制上の

視点からすると、潜在的なリスクが存在している。 

そこで、近年、他の自治体において、公金、準公金に係る不祥事が後

を絶たないことも踏まえ、市に事務局が置かれている任意団体における

事件・事故の未然防止及び適正な団体運営に資することを目的として監

査を実施した。 



 

  ２ 随時監査 

    市における工事が、設計、積算、施工等の各段階において、技術面で

適正に施工されているか、調査することを目的として監査を実施した。 

    なお、監査に当たっては、技術的な専門知識を必要とするため、公益

社団法人大阪技術振興協会と工事調査業務委託契約を締結し、技術士の

派遣を求めた。 

 

第５ 監査の対象 

  １ 行政監査及び財政援助団体監査 

    令和５年２月から３月にかけて実施した実態調査により把握した市の

部局内に事務局が置かれ、市職員が会計事務（通帳管理を含む。）に従

事している５４団体のうち、過去の監査の実施状況、決算金額の多寡、

現金預金の管理状況等を総合的に勘案して、次の１５団体を対象とした。 

なお、１５団体のうち、津なぎさまちイメージアップ事業実行委員会 

   については、財政援助（負担金又は補助金）ではなく、市からの委託料

により事業を実施しているため、行政監査のみの対象とした。 

⑴ 対面監査（監査委員質疑実施） 

団体名 所管部局 

津市防犯協会 市民部市民交流課 

津市文化芸術団体連絡協議会 スポーツ文化振興部文化振興課 

津市物産振興会 商工観光部商業振興労政課 

津市農林水産物利用促進協議会 農林水産部農林水産政策課 

津市土地改良事業団体協議会 農林水産部農業基盤整備課 

津なぎさまちイメージアップ事業

実行委員会 
都市計画部交通政策課 

長野川流域環境保全協議会 美里総合支所地域振興課 

津市森林セラピー基地運営協議会 美杉総合支所地域振興課 

津市子ども会育成者連合会 教育委員会事務局生涯学習課 

⑵ 書面監査 

団体名 所管部局 

津市男女共同参画フォーラム実行

委員会 
市民部男女共同参画室 



 

津シティマラソン実行委員会 
スポーツ文化振興部スポーツ

振興課 

津市福祉有償運送運営協議会 健康福祉部介護保険課 

津の海観光客おもてなし協議会 商工観光部観光振興課 

久居まつり実行委員会 久居総合支所地域振興課 

ふれあいのかおり実行委員会 香良洲総合支所地域振興課 

   ⑶ 対象年度 

     令和２年度から令和４年度まで 

２ 随時監査 

 ⑴ 工事名 

令和２年度営事推継第３５号津市モーターボート競走場競技棟等新  

築その他工事（工事場所：藤方地内） 

⑵ 所管部局 

建設部営繕課及びボートレース事業部事業推進課  

 

第６ 監査の期間 

  １ 行政監査及び財政援助監査 

令和５年４月１２日から同年７月１０日まで 

  ２ 随時監査 

    令和５年４月１９日から同年７月１０日まで 

第７ 監査の方法 

監査の方法は、監査の種別ごとに主に次の諸点に着眼し、監査対象部

局から提出を受けた関係諸帳簿等を調査するとともに、関係職員に説明

を求めた。 

    また、随時監査にあっては、所管部局から提出を受けた資料のほか、

設計に係る計画、積算、契約、施工計画、施工管理、出来形等の関係書

類を調査するとともに、現地調査を実施し、所管部局の職員及び工事請

負業者に説明を求めた。 

１ 行政監査 

   ⑴ 団体の現金等の管理は適正か。 

⑵ 団体に必要な諸規程が制定されているか、その内容は適正なものか。 

   ⑶ 団体の会計事務及びそのチェック体制は適切か。 



 

   ⑷ 市が団体の事務局を担う必要性があるか。 

  ２ 財政援助団体監査 

   ⑴ 補助金等交付対象事業は、事業計画、補助金等の交付条件に従って

実施されているか。 

⑵ 補助金等に係る会計処理及び精算は、適正に行われているか。 

⑶ 関係諸帳簿及び支払証書は、適正に整備・記帳されているか。 

  ３ 随時監査 

   ⑴ 仕様書、図面及び設計図書は、適切に作成されているか。 

   ⑵ 積算の数量及び金額は、正確で、算出根拠は、明確となっているか。 

   ⑶ 施工計画は、適切に作成され、工程管理は、適切に行われているか。 

   ⑷ 各種検査、材料試験等は、適切に行われ、記録は整備・記帳されて 

    いるか。 

   ⑸ 現場の安全管理及び現場周辺への安全対策は、適切に行われている 

    か。 

 

第８ 監査の区分                            

   監査の結果については、次の区分を用いて講評するものとした。 

  １ 勧告 

    法令、要綱等に反するとともに、故意又は重大な過失により著しく適 

正を欠く事項で、特に措置を講ずる必要があると認められるもの 

  ２ 指摘 

   ⑴ 法令、要綱等に明らかに反していると認められるもの 

⑵ 法令、要綱等に反してはいないものの、経済性、効率性及び有効性 

の観点に著しく反していると認められるもの 

  ３ 意見 

    経済性、効率性及び有効性の観点から改善が必要と認められるもの  

 

第９ 行政監査及び財政援助団体監査の結果 

  １ 津市防犯協会（市民部市民交流課） 

   ⑴ 団体に関する事項 

    ア 設立時期：平成１８年 

    イ 規約等の有無：有り 

    ウ 設立目的 



 

      市民の防犯意識を向上させるとともに、各種防犯活動を通じて安

全で安心なまちづくりに寄与することを目的とする。 

    エ 会員数等：２１団体 

   ⑵ 経理事務処理に関する事項 

    ア 経理規程等の有無：無し 

    イ 通帳・現金の保管方法：鍵付き机 

    ウ キャッシュカードの有無：無し 

    エ 従事する職員数：３人 

    オ 支出伺い決裁の有無：有り 

    カ 職員による立替払の有無：無し 

    キ 市外部の会計監査の有無：有り 

   ⑶ 財政援助の内容 

    ア 負担金の名称：津市防犯協会負担金 

    イ 令和５年度予算額：８，８４０，０００円 

ウ 今後の方向性：継続 

⑷ 収支決算の状況（令和４年度） 

    ア 収入総額：８，９１８，１７３円 

      （うち負担金：８，８４０，０００円） 

    イ 支出総額：８，８６６，６５２円 

    ウ 収支差引：５１，５２１円（次年度繰越金） 

   ⑸ 講評 

    ア 行政監査 

      監査した限りにおいて、当該団体の会計事務が正確かつ適正に行

われていると認められた。 

    イ 財政援助団体監査 

監査した限りにおいて、当該団体の負担金に係る出納その他の事 

務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行われているものと認 

められた。 

  ２ 津市文化芸術団体連絡協議会（スポーツ文化振興部文化振興課） 

⑴ 団体に関する事項 

    ア 設立時期：平成１８年 

    イ 規約等の有無：有り 

    ウ 設立目的 



 

      津市における文化・芸術・芸能の振興とその普及を図るとともに、

各種文化団体相互の協力と理解を深め、市民文化の向上に寄与す

ることを目的とする。 

    エ 会員数等：１０団体 

   ⑵ 経理事務処理に関する事項 

    ア 経理規程等の有無：無し 

    イ 通帳・現金の保管方法：鍵付き金庫 

    ウ キャッシュカードの有無：無し 

    エ 従事する職員数：２人 

    オ 支出伺い決裁の有無：有り 

    カ 職員による立替払の有無：有り 

    キ 市外部の会計監査の有無：有り 

   ⑶ 財政援助の内容 

    ア 補助金の名称：津市文化芸術団体連絡協議会補助金 

    イ 令和５年度予算額：２，２００，０００円 

ウ 今後の方向性：継続 

⑷ 収支決算の状況（令和４年度） 

    ア 収入総額：２，８４３，６１６円 

     （うち補助金：２，１４２，７４３円） 

    イ 支出総額：２，８４２，１６１円 

    ウ 収支差引：１，４５５円（次年度繰越金） 

   ⑸ 講評 

    ア 行政監査 

      監査した限りにおいて、当該団体の会計事務が正確かつ適正に行

われていると認められた。 

    イ 財政援助団体監査 

監査した限りにおいて、当該団体の補助金に係る出納その他の事 

務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行われているものと認 

められた。 

  ３ 津市物産振興会（商工観光部商業振興労政課） 

⑴ 団体に関する事項 

    ア 設立時期：平成１８年 

    イ 規約等の有無：有り 



 

    ウ 設立目的 

      市の物産及び特産物に関する調査、研究を行い、内外にわたる宣 

伝紹介及び斡旋を行い、その販路の拡張を図り、もって本市の産業  

の発展に寄与することを目的とする。 

    エ 会員数等：約１００団体 

   ⑵ 経理事務処理に関する事項 

    ア 経理規程等の有無：無し 

    イ 通帳・現金の保管方法：鍵付き金庫 

    ウ キャッシュカードの有無：無し 

    エ 従事する職員数：５人 

    オ 支出伺い決裁の有無：有り 

    カ 職員による立替払の有無：有り 

    キ 市外部の会計監査の有無：有り 

⑶ 財政援助の内容 

    ア 補助金の名称：津市商工業振興等関係補助金（地場産業振興事業

補助金） 

    イ 令和５年度予算額：３，０６５，０００円 

ウ 今後の方向性：継続 

⑷ 収支決算の状況（令和４年度） 

    ア 収入総額：６，５４６，２４３円 

     （うち補助金：１，４００，０００円） 

    イ 支出総額：３，２３３，１６８円 

    ウ 収支差引：３，３１３，０７５円（次年度繰越金） 

   ⑸ 講評 

     市が補助すべき金額の精査について（意見） 

     津市物産振興会の繰越金の額については、令和元年度末では、１１ 

７万４，９５９円であったものが、令和４年度末では、３３１万３， 

０７５円となっており、３年間で繰越金が２１３万８，１１６円増加 

している。 

  繰越金が増加している主な要因は、新型コロナウイルス感染症の影

響によるイベントの中止等で、補助金の交付決定額を減額する変更交

付申請がなされているものの、事業費に対して出店料・協賛金等、市

からの補助金の順で充当し、その残りの額に会費収入を充当している



 

ため、充当しきれなかった会費が余剰金となったことによるものであ

る。 

本来補助金は、団体が実施する事業に公益性を認めて、事業費の一 

部を支援するものであることから、市との共催に係る事業であっても、 

会費等による自主財源がある場合には、真に支援が必要な額を十分に 

精査した上で補助金を交付されたい。 

４ 津市農林水産物利用促進協議会（農林水産部農林水産政策課） 

   ⑴ 団体に関する事項 

    ア 設立時期：平成２３年 

    イ 規約等の有無：有り 

    ウ 設立目的 

      本市の安全・安心な農林水産物の生産力を高め、生産者と消費者 

     との信頼関係を深めつつ、市内で生産された農林水産物の市内での 

     消費拡大を図るとともに、その特産品化を推進することにより、農 

林水産業の経営の安定化と地域の活性化に寄与することを目的とす  

る。  

    エ 会員数等：２５人 

   ⑵ 経理事務処理に関する事項 

    ア 経理規程等の有無：有り 

    イ 通帳・現金の保管方法：鍵付き手提げ金庫 

    ウ キャッシュカードの有無：無し 

    エ 従事する職員数：３～４人 

    オ 支出伺い決裁の有無：有り 

    カ 職員による立替払の有無：有り 

    キ 市外部の会計監査の有無：有り 

   ⑶ 財政援助の内容 

    ア 負担金の名称：協議会負担金 

    イ 令和５年度予算額：２，１０４，０００円 

ウ 今後の方向性：継続 

⑷ 収支決算の状況（令和４年度） 

    ア 収入総額：２，０５４，１１２円 

     （うち負担金：１，６５４，０００円） 

    イ 支出総額：１，７１４，９３０円 



 

    ウ 収支差引：３３９，１８２円（次年度繰越金） 

   ⑸ 講評 

    ア 行政監査 

      監査した限りにおいて、当該団体の会計事務が正確かつ適正に行

われていると認められた。 

    イ 財政援助団体監査 

監査した限りにおいて、当該団体の負担金に係る出納その他の事 

務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行われているものと認 

められた。 

  ５ 津市土地改良事業団体協議会（農林水産部農業基盤整備課） 

   ⑴ 団体に関する事項 

    ア 設立時期：平成２０年 

    イ 規約等の有無：有り 

    ウ 設立目的 

      土地改良事業の適切かつ効率的な運営を確保し、その共同の利益 

を増進するとともに、本市における創造的な地域づくりの展開に寄  

与することを目的とする。 

    エ 会員数等：２５団体 

   ⑵ 経理事務処理に関する事項 

    ア 経理規程等の有無：無し 

    イ 通帳・現金の保管方法：鍵付き机 

    ウ キャッシュカードの有無：無し 

    エ 従事する職員数：３人 

    オ 支出伺い決裁の有無：有り 

    カ 職員による立替払の有無：無し 

    キ 市外部の会計監査の有無：有り 

   ⑶ 財政援助の内容 

    ア 補助金の名称：津市土地改良事業団体協議会補助金 

    イ 令和５年度予算額：２，４２０，０００円 

ウ 今後の方向性：継続 

⑷ 収支決算の状況（令和４年度） 

    ア 収入総額：６，０３９，６９５円 

     （うち補助金：１，９７１，２１５円） 



 

    イ 支出総額：３，９４２，４３１円 

    ウ 収支差引：２，０９７，２６４円（次年度繰越金） 

   ⑸ 講評 

    ア 補助対象経費の明確化及び事業成果確認の徹底について（意見） 

      一般的に食糧費は補助対象経費として認められていないが、津市 

土地改良事業団体協議会補助金に係る事業として令和４年度に実施  

した視察研修の費用に、１８人分の食事代６万３，０００円（１人  

当たり３，５００円）が含まれており、全額が補助対象経費とされ  

ていた。 

      しかしながら、同協議会から提出された実績報告書には当該研修 

の成果を示した資料は添付されておらず、補助金交付確定の審査に 

おいて、当該経費を補助対象として認めた経緯についても明確にさ 

れていなかった。 

研修に対する補助金の交付に当たっては、補助事業の内容に疑念 

を招かないよう、対象経費の判断基準を明確にするとともに、事業 

成果の確認を徹底されたい。 

    イ 市が補助すべき金額の精査について（意見） 

      津市土地改良事業団体協議会の繰越金の額については、令和元年

度末では５０万７，５２７円であったものが、令和４年度末では

２０９万７，２６４円となっており、３年間で繰越金が１５８万

９，７３７円増加している。 

      繰越金が増加している主な要因は、事業費の２分の１の額に市か 

らの補助金を充当し、残りの額に会費収入等を充当しているため、 

充当されなかった収入額が余剰金となったことによるものである。  

 本来補助金は、団体が実施する事業に公益性を認めて、事業費の 

一部を支援するものであることから、会費等による自主財源がある 

場合には、真に支援が必要な額を十分に精査した上で補助金を交付

されたい。 

  ６ 津なぎさまちイメージアップ事業実行委員会（都市計画部交通政策課）  

   ⑴ 団体に関する事項 

    ア 設立時期：平成２０年 

    イ 規約等の有無：有り 

    ウ 設立目的 



 

      津なぎさまちを海に親しみながら集い賑わう交流拠点とするため、 

年間を通じて継続的に事業展開することで、津なぎさまちのイメー   

ジアップと賑わいの創出を図ることを目的とする。 

    エ 会員数等：６人 

   ⑵ 経理事務処理に関する事項 

    ア 経理規程等の有無：無し 

    イ 通帳・現金の保管方法：鍵付き金庫 

    ウ キャッシュカードの有無：無し 

    エ 従事する職員数：３人 

    オ 支出伺い決裁の有無：有り 

    カ 職員による立替払の有無：有り 

    キ 市外部の会計監査の有無：有り 

⑶ 収支決算の状況（令和４年度） 

    ア 収入総額：１，８８６，６６９円 

     （うち委託料：１，７９９，６００円） 

    イ 支出総額：１，８０５，１８２円 

    ウ 収支差引：８１，４８７円（次年度繰越金） 

   ⑷ 講評 

      行政監査 

      監査した限りにおいて、当該団体の会計事務が正確かつ適正に行

われていると認められた。 

  ７ 長野川流域環境保全協議会（美里総合支所地域振興課） 

   ⑴ 団体に関する事項 

    ア 設立時期：平成１８年 

    イ 規約等の有無：有り 

    ウ 設立目的 

      美里町地内の長野川流域の環境保全と同町地内に存する津市所有

の水道水源かん養林の保全を図ることを目的とする。 

    エ 会員数等：２１人 

   ⑵ 経理事務処理に関する事項 

    ア 経理規程等の有無：無し 

    イ 通帳・現金の保管方法：鍵付き手提げ金庫 

    ウ キャッシュカードの有無：無し 



 

    エ 従事する職員数：１人 

    オ 支出伺い決裁の有無：有り 

    カ 職員による立替払の有無：無し 

    キ 市外部の会計監査の有無：有り 

   ⑶ 財政援助の内容 

    ア 負担金の名称：地域かがやきプログラム事業負担金（美里水源の

森事業） 

    イ 令和５年度予算額：４００，０００円 

ウ 今後の方向性：継続 

⑷ 収支決算の状況（令和４年度） 

    ア 収入総額：３，９０７，９９０円 

      （うち負担金：７５０，０００円） 

    イ 支出総額：３，８８８，９４４円 

    ウ 収支差引：１９，０４６円（次年度繰越金） 

   ⑸ 講評 

    ア 所得税等の源泉徴収について（指摘） 

協議会は、市が委託している美里水源の森維持管理に係る見回り 

業務等に対する賃金、イベントにおける各種労務費及び講師謝金を

支払っているが、所得税及び復興特別所得税を源泉徴収していなか 

った。任意団体であっても、所得税法上の源泉徴収義務者となるこ

とから、適正な源泉徴収事務を行われたい。 

    イ 協議会への財政援助の在り方の検討について（意見） 

      長野川流域環境保全協議会に対しては、市が美里水源の森事業へ

の負担金を支出しているが、負担金の根拠及び負担割合が覚書など

により明文化されていないため、これを明確にされたい。 

また、協議会は、組織の強化・充実を図るため、令和５年度中に、

ＮＰＯ法人化を予定していることから、これを機に、団体の自立に

向けた財政援助の在り方について検討されたい。 

  ８ 津市森林セラピー基地運営協議会（美杉総合支所地域振興課） 

   ⑴ 団体に関する事項 

    ア 設立時期：平成２０年 

    イ 規約等の有無：有り 

    ウ 設立目的 



 

      津市森林セラピー基地の地域に根ざした発展と定着による集客拡 

     大により美杉地域の活性化と振興を図ることを目的とする。 

    エ 会員数等：９０人 

   ⑵ 経理事務処理に関する事項 

    ア 経理規程等の有無：無し 

    イ 通帳・現金の保管方法：鍵付き金庫 

    ウ キャッシュカードの有無：無し 

    エ 従事する職員数：２人 

    オ 支出伺い決裁の有無：有り 

    カ 職員による立替払の有無：有り 

    キ 市外部の会計監査の有無：有り 

   ⑶ 財政援助の内容 

    ア 負担金の名称：森林セラピー基地運営協議会負担金 

    イ 令和５年度予算額：２，０００，０００円 

ウ 今後の方向性：縮小 

⑷ 収支決算の状況（令和４年度） 

    ア 収入総額：４，９８４，４７２円 

     （うち負担金：２，０００，０００円） 

    イ 支出総額：２，８５８，９２５円 

    ウ 収支差引：２，１２５，５４７円（次年度繰越金） 

   ⑸ 講評 

    ア 所得税等の源泉徴収について（指摘） 

      津市森林セラピー基地運営協議会内部規程に基づき、森林セラピ 

スト・森林セラピーガイドに対し、イベント実施の都度、役割に応  

じた単価の報酬を支払っているが、所得税及び復興特別所得税を源  

泉徴収していなかった。任意団体であっても、所得税法上の源泉徴  

収義務者となることから、適正な源泉徴収事務を行われたい。 

    イ 市が負担すべき金額の精査について（意見） 

市は津市森林セラピー基地運営協議会に対し、令和２年度から４ 

年度まで、毎年度２００万円の負担金を支出しているが、同協議会 

における繰越金の額は、令和元年度末時点では１１８万４，０９４ 

円であったものが、令和４年度末では２１２万５，５４７円となっ 

ており、３年間で９４万１，４５３円増加していた。 



 

      負担金の財源には、過疎対策事業債が全額充てられているもので 

あり、市として真に負担すべき金額を精査の上、事業効果を高める 

予算執行に努められたい。 

    ウ 協議会の自立に向けた支援の在り方の検討について（意見） 

      津市森林セラピー基地運営協議会規約において、事務局員は会長 

が会員の中から任命するものとされており、美杉総合支所（地域振 

興課地域振興担当）に対しては、協議会が設置する検討会への協力 

支援を求めることができるものとされている。 

      しかしながら、美杉総合支所が会計事務、備品管理などの事務局 

機能を担っているのが実態である。 

      令和５年は、同協議会が発足して１５周年の節目を迎えているの 

を機に、財政援助、事務局機能の両面から、同協議会の自立に向け  

た支援の在り方について検討されたい。 

  ９ 津市子ども会育成者連合会（教育委員会事務局生涯学習課） 

   ⑴ 団体に関する事項 

    ア 設立時期：平成１８年 

    イ 規約等の有無：有り 

    ウ 設立目的 

      津市内の「子ども会育成者連絡協議会」の活動を尊重しつつ、連 

絡協議をおこなうことや、統一的な活動と相互の研修の場をつくり、  

津市内の子ども会発展に力をあわせることを目的とした連合組織

とする。 

    エ 会員数等：６，４７４人 

   ⑵ 経理事務処理に関する事項 

    ア 経理規程等の有無：無し 

    イ 通帳・現金の保管方法：鍵付き机 

    ウ キャッシュカードの有無：無し 

    エ 従事する職員数：２人 

    オ 支出伺い決裁の有無：有り 

    カ 職員による立替払の有無：有り 

    キ 市外部の会計監査の有無：有り 

   ⑶ 財政援助の内容 

    ア 補助金の名称：津市子ども会育成者連合会活動補助金 



 

    イ 令和５年度予算額：７，３５０，０００円 

ウ 今後の方向性：継続 

⑷ 収支決算の状況（令和４年度） 

    ア 収入総額：４，４３４，３４８円 

     （うち補助金：４，０９２，５４１円） 

    イ 支出総額：４，４０７，９３９円 

    ウ 収支差引：２６，４０９円（次年度繰越金） 

   ⑸ 講評 

    ア 所得税等の源泉徴収について（指摘） 

      子ども会大会における体験活動の講師として個人に謝金を支払っ 

ているが、所得税及び復興特別所得税を源泉徴収していなかった。 

      任意団体であっても、所得税法上の源泉徴収義務者となることか

ら、適正な源泉徴収事務を行われたい。 

    イ 補助事業における業者選定について（意見） 

      令和２年度から４年度までの３年間に１５４万５，６１９円の物 

品を発注しているが、そのうち１３９万７，４０５円を同一業者に  

発注していた。 

      補助対象経費には補助金が充当されていることから、特定の業者 

を優遇しているとの疑念を招かないよう、業者の選定方法を見直さ 

れたい。 

    ウ 補助事業の計画的な遂行について（意見） 

 令和３年度の津市子ども会育成者連合会活動補助金については、

５７４万８，０４６円の事業費に対し、５４０万円が交付されてい

る。このうち、９４万２０５円については、年度末の令和４年３月

３０日と３１日の２日間に郵便切手と各種の物品を購入するために

支出されていたが、全ての納品書に日付が記入されていなかった。 

 補助金の交付金額を減額されないために物品等を購入したとの疑

念を招かないよう、計画的に事業を遂行するとともに、購入日を明

確にした書類の管理を徹底されたい。 

    エ 補助事業に係る自主財源の確認の徹底について（意見） 

      津市子ども会育成者連合会活動補助金における補助事業のうち、 

令和３年度に実施された秋の体験活動事業については、参加者から  

参加費として２４万円を徴収しているが、他の事業に充当していた。 



 

      補助金交付確定当たっては、事業に係る自主財源の有無について

も十分に確認し、適正な審査を徹底されたい。 

  10 津市男女共同参画フォーラム実行委員会（市民部男女共同参画室） 

   ⑴ 団体に関する事項 

    ア 設立時期：平成１８年 

    イ 規約等の有無：有り 

    ウ 設立目的 

      男女共同参画社会の形成の促進を図るため、津市男女共同参画フ  

ォーラムの開催に関し、津市と協働して企画及び運営等を行うこと 

を目的とする。 

    エ 会員数等：２０人 

   ⑵ 経理事務処理に関する事項 

    ア 経理規程等の有無：無し 

    イ 通帳・現金の保管方法：鍵付き机 

    ウ キャッシュカードの有無：有り 

    エ 従事する職員数：３人 

    オ 支出伺い決裁の有無：有り 

    カ 職員による立替払の有無：有り 

    キ 市外部の会計監査の有無：有り 

   ⑶ 財政援助の内容 

    ア 負担金の名称：男女共同参画フォーラム開催負担金 

    イ 令和５年度予算額：３５０，０００円 

ウ 今後の方向性：継続 

⑷ 収支決算の状況（令和４年度） 

    ア 収入総額：４８１，０５５円 

     （うち負担金：３５０，０００円） 

    イ 支出総額：４２０，９８４円 

    ウ 収支差引：６０，０７１円（次年度繰越金） 

   ⑸ 講評 

      次年度への繰越金の精査について（意見） 

津市男女共同参画フォーラム実行委員会は、令和３年度と令和４

年度に市から３５万円の負担金の交付を受けている。 

令和３年度同委員会の事業費は２４万１，９０９円となり、負担



 

金の交付額に対し余剰金が発生したが、これを戻入することなく全

額を令和４年度に繰り越していた。 

また、令和４年度においても、令和５年３月中旬までの事業費は

負担金の交付額を下回る２７万９，０８４円であったが、同実行委

員会の当初予算では購入予定がなかったノートパソコンとウィルス

ソフトを令和５年３月３０日に購入し、振込手数料を含めて１４万

１，９００円を執行したことで、最終的な事業費が、負担金の交付

額を上回ることになった。 

負担金の交付金額を減額されないために備品を購入したとの疑念

を招かないよう、次年度に予算を繰り越す場合には使途を明確にし

た上で適切な時期に執行するとともに、明確な支出予定がない場合

は、市として負担金の戻入処理をするよう徹底されたい。 

  11 津シティマラソン実行委員会（スポーツ文化振興部スポーツ振興課） 

   ⑴ 団体に関する事項 

    ア 設立時期：平成１８年 

    イ 規約等の有無：有り 

    ウ 設立目的 

      津シティマラソン大会の円滑な運営に関し、必要な事業を行うこ

とを目的とする。 

    エ 会員数等：１０人 

   ⑵ 経理事務処理に関する事項 

    ア 経理規程等の有無：無し 

    イ 通帳・現金の保管方法：鍵付き金庫 

    ウ キャッシュカードの有無：無し 

    エ 従事する職員数：３人 

    オ 支出伺い決裁の有無：有り 

    カ 職員による立替払の有無：有り 

    キ 市外部の会計監査の有無：有り 

   ⑶ 財政援助の内容 

    ア 補助金の名称：津市スポーツ振興事業補助金（津シティマラソン

振興事業） 

    イ 令和５年度予算額：１５，２１７，０００円 

ウ 今後の方向性：継続 



 

⑷ 収支決算の状況（令和４年度） 

    ア 収入総額：２７，０７６，６５０円 

     （うち補助金：１２，３４７，２４１円） 

    イ 支出総額：２７，０７６，６５０円 

    ウ 収支差引：０円（次年度繰越金） 

   ⑸ 講評 

    ア 行政監査 

      監査した限りにおいて、当該団体の会計事務が正確かつ適正に行

われていると認められた。 

    イ 財政援助団体監査 

監査した限りにおいて、当該団体の補助金に係る出納その他の事 

務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行われているものと認 

められた。 

  12 津市福祉有償運送運営協議会（健康福祉部介護保険課） 

   ⑴ 団体に関する事項 

    ア 設立時期：平成１９年 

    イ 規約等の有無：有り 

    ウ 設立目的 

      道路運送法の規定に基づき、福祉有償運送の適正な運営の確保を

通じ、津市の住民の福祉の向上を図り、もって公共の福祉の増進を

図るため、福祉有償運送の必要性及びこれらを行う場合における旅

客から収受する対価その他福祉有償運送の適正な運営の確保のため

に必要となる事項を協議することを目的とする。 

    エ 会員数等：１４人 

   ⑵ 経理事務処理に関する事項 

    ア 経理規程等の有無：無し 

    イ 通帳・現金の保管方法：鍵付き手提げ金庫 

    ウ キャッシュカードの有無：無し 

    エ 従事する職員数：３人 

    オ 支出伺い決裁の有無：有り 

    カ 職員による立替払の有無：無し 

    キ 市外部の会計監査の有無：有り 

   ⑶ 財政援助の内容 



 

    ア 負担金の名称：福祉有償運送運営協議会負担金 

    イ 令和５年度予算額：１３０，０００円 

ウ 今後の方向性：継続 

⑷ 収支決算の状況（令和４年度） 

    ア 収入総額：２５１，７８５円 

     （うち負担金：１３０，０００円） 

    イ 支出総額：１８４，４４０円 

    ウ 収支差引：６７，３４５円（次年度繰越金） 

   ⑸ 講評 

    ア 行政監査 

      監査した限りにおいて、当該団体の会計事務が正確かつ適正に行

われていると認められた。 

    イ 財政援助団体監査 

監査した限りにおいて、当該団体の負担金に係る出納その他の事 

務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行われているものと認 

められた。 

  13 津の海おもてなし協議会（商工観光部観光振興課） 

   ⑴ 団体に関する事項 

    ア 設立時期：平成２７年 

    イ 規約等の有無：有り 

    ウ 設立目的 

      御殿場海岸及び香良洲海岸の周辺地域等における観光客へのおも

てなしを目的とする。 

    エ 会員数等：６人 

   ⑵ 経理事務処理に関する事項 

    ア 経理規程等の有無：無し 

    イ 通帳・現金の保管方法：鍵付き金庫 

    ウ キャッシュカードの有無：無し 

    エ 従事する職員数：１人 

    オ 支出伺い決裁の有無：有り 

    カ 職員による立替払の有無：有り 

    キ 市外部の会計監査の有無：有り 

   ⑶ 財政援助の内容 



 

    ア 負担金の名称：津の海運営事業負担金 

    イ 令和５年度予算額：１０，０００，０００円 

ウ 今後の方向性：継続 

⑷ 収支決算の状況（令和４年度） 

    ア 収入総額：９，３０５，０４６円 

     （うち負担金：９，２９１，４６５円） 

    イ 支出総額：９，３０５，０４６円 

    ウ 収支差引：０円（次年度繰越金） 

   ⑸ 講評 

      所得税等の源泉徴収について（指摘） 

      御殿場海岸海水浴場において、遊泳期間中の救護に当たる看護師 

に対し、日額単価により、従事日数に応じた報償費を支払っている  

が、所得税及び復興特別所得税を源泉徴収していなかった。 

任意団体であっても、所得税法上の源泉徴収義務者となることか  

ら、適正な源泉徴収事務を行われたい。 

  14 久居まつり実行委員会（久居総合支所地域振興課） 

   ⑴ 団体に関する事項 

    ア 設立時期：平成２０年 

    イ 規約等の有無：有り 

    ウ 設立目的 

      久居まつりの開催を通じ、市民の健全なレクリエーションの推進

及びふれあい交流機会の拡充並びに市商工業及び農林業の振興を図

ることを目的とする。 

    エ 会員数等：１６人 

   ⑵ 経理事務処理に関する事項 

    ア 経理規程等の有無：無し 

    イ 通帳・現金の保管方法：鍵付き金庫 

    ウ キャッシュカードの有無：無し 

    エ 従事する職員数：４人 

    オ 支出伺い決裁の有無：有り 

    カ 職員による立替払の有無：無し 

    キ 市外部の会計監査の有無：有り 

   ⑶ 財政援助の内容 



 

    ア 補助金の名称：地域かがやきプログラム事業補助金（久居まつり

事業） 

    イ 令和５年度予算額：１７，９５２，０００円 

ウ 今後の方向性：継続 

⑷ 収支決算の状況（令和４年度） 

    ア 収入総額：３，０８７，６４３円 

     （うち補助金：２，６００，０００円） 

    イ 支出総額：３，０７０，９９８円 

    ウ 収支差引：１６，６４５円（次年度繰越金） 

   ⑸ 講評 

      文書郵送料の市費負担について（指摘） 

久居まつり実行委員会の業務において必要となる文書の郵送につ

いて、令和２・３年度は事業を中止・規模縮小したため郵送した文

書はなかったが、令和４年度は秋のまつりに係る市議会議員への案

内通知について、市の業務として取り扱い、市が文書郵送料を負担

していた。 

  今後は、市の業務と団体の業務を明確に区別し、団体が負担すべ

き費用を市が負担することがないよう徹底されたい。 

  15 ふれあいのかおり実行委員会（香良洲総合支所地域振興課） 

⑴ 団体に関する事項 

    ア 設立時期：平成１７年 

    イ 規約等の有無：有り 

    ウ 設立目的 

      香良洲町の自然の保全と住民同士のふれあい交流の機会を図るこ

とを目的とする。 

    エ 会員数等：１０団体 

   ⑵ 経理事務処理に関する事項 

    ア 経理規程等の有無：無し 

    イ 通帳・現金の保管方法：鍵付き金庫 

    ウ キャッシュカードの有無：無し 

    エ 従事する職員数：３人 

    オ 支出伺い決裁の有無：有り 

    カ 職員による立替払の有無：無し 



 

    キ 市外部の会計監査の有無：有り 

⑶ 財政援助の内容 

    ア 補助金の名称：地域かがやきプログラム事業補助金（ふれあいの

かおり事業） 

    イ 令和５年度予算額：３，０８０，０００円 

ウ 今後の方向性：継続 

⑷ 収支決算の状況（令和４年度） 

    ア 収入総額：３，２１６，００５円 

     （うち補助金：３，０８０，０００円） 

    イ 支出総額：３，１８７，３５１円 

    ウ 収支差引：２８，６５４円（次年度繰越金） 

   ⑸ 講評 

    ア 行政監査 

      監査した限りにおいて、当該団体の会計事務が正確かつ適正に行

われていると認められた。 

    イ 財政援助団体監査 

監査した限りにおいて、当該団体の補助金に係る出納その他の事 

務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行われているものと認 

められた。 

 

第10 随時監査の結果 

  １ 工事名：令和２年度営事推継第３５号 

        津市モーターボート競走場競技棟等新築その他工事 

（建設部営繕課及びボートレース事業部事業推進課） 

  ２ 請負業者名：前田・安濃特定建設工事共同企業体 

  ３ 契約の種別：条件付一般競争入札 

  ４ 入札参加業者数：６者 

  ５ 契約年月日：令和２年１２月９日 

  ６ 工期 

⑴  当初  令和２年１２月９日から令和７年１月１４日まで 

⑵ 変更後 令和２年１２月９日から令和７年３月１４日まで 

  ７ 契約金額（令和５年３月３１日現在） 

⑴ 当初  ３，５２２，１２３，０００円 



 

⑵ 変更後 ３，８８７，９２８，０００円 

８ 実施進捗率：２８．８％（令和５年３月３１日現在） 

  ９ 講評 

     工事調査業務委託契約による調査の結果、監理・監督業務において、

総括的には良好であると認められた。 

なお、現地調査実施時には、作業員の墜落防止及び物の落下防止

措置がなされていない箇所があったことや、建設業許可票の監理技

術者、主任技術者の資格者交付番号欄に誤った番号が記載されてい

たことから、残る工期においては、本件監査結果を十分に踏まえた

上で、適正な施工管理に努められたい。 

   

第11 結び 

   監査の結果に基づき、総括としての意見を述べて、本件監査の結びとす

る。 

  １ 市の事務と団体事務の整理について 

対面監査を実施した所属との質疑を通じて、対応した職員からは、団

体の事務局員としての立場と市職員としての立場のどちらの立場で業務

を行っているか、明確に区別している様子はうかがえなかった。 

    監査対象とした団体の中には、市の業務と密接に関係し、共同して事

業を実施している団体があり、市の業務として整理できる団体がある一

方で、市の本来業務との関係性が希薄で、市の業務として整理するのは

難しい団体も見受けられた。 

職員には、地方公務員法第３５条に定める職務に専念する義務が課さ

れているが、今回監査の対象とした団体の事務に従事するに当たり、任

命権者から、その義務の免除の承認を得ている所属はなかった。 

    今回の監査対象とした所属のみならず、任意団体の事務局が置かれて

いる所属においては、団体の事務が市の業務として整理できない場合、

公務上の責任の範囲を明確化する観点からも、職務専念義務の免除の承

認を得ておくことが望ましい。 

  ２ 職員による立替払について 

    監査対象とした１５団体のうち半数を超える９団体において、団体の 

   事業に要する経費を職員が立て替えていることが確認された。 

    事業実施に当たり、急に物品等の調達が必要となることはあり得るこ 



 

   とから、団体事務においては、職員による立替払を完全に否定するもの

ではないが、立替払には、他の自治体における不祥事の例からも、調達

業者と職員との間で不正が働く余地があり、リスクの高い会計事務と言

える。 

また、監査結果において指摘等には至らなかったものの、職員個人の

クレジットカードや電子マネーによる立替払、現金払においても、店舗

に応じたポイントを取得しているものが見受けられた。 

    デジタル社会の進展により、キャッシュレス決済が急速に普及し、各

種のポイントが自然と付与される環境になっていることから、意図せず

ポイントを得てしまう側面もあろうが、結果として、立替払の精算を通

じて、準公金により職員が金銭価値を有する個人的な利益を得ているこ

とになり、適切な会計事務であるとは言えない。 

職員が公金を利用して私的な利益を得ているとの疑念を招かないよう、

時間に余裕を持った計画的な会計事務の執行により、ポイント制度の対

象となるクレジットカードや電子マネーによる立替払、現金払であって

も、店舗に応じたポイントを取得する立替払は厳に慎むよう徹底された

い。 

  ３ 繰越金の取扱いについて 

    監査結果において、意見に至った団体もあったが、市からの財政援助

の金額、団体の事業規模から考えると、多額の繰越金を有している団体

が見受けられた。 

    これらの団体には、市からの財政援助のほかに、会費収入やイベント

参加料等の収入があるため、一概に市からの財政援助の資金が繰越金と

して滞留しているとは言えないが、収入の性質から考えると、事業費に

充てられるべきものが滞留していることになり、実質的に、繰越金には

市からの財政援助の資金が多く含まれているものと推察される。 

    この要因として、団体の会費等の収入をどの費用に充てるのか、団体

の中で明確になっておらず、１年間の事業費が市からの財政援助の金額

を上回りさえすれば良いという、事務局を担う市と団体の間における前

例を踏襲した緊張感のない関係が背景にあると強く感じたところである。 

    団体にとって、十分な繰越金があることは、安定的で柔軟な事業運営

ができる利点はあるものの、その原資が公金であるならば、毎年度の決

算において余剰金（次年度繰越金）が生じた場合、補助金であれば、交



 

付決定額を減額する変更交付申請を行うこと、負担金であれば、負担金

額の精算による戻入処理を行うことが望ましい。 

    また、他の自治体における不祥事にも見られるように、多額の繰越金、

すなわち多額の現金預金が手元にあることを認知していると、同一の職

員が長年担当している場合や、担当職員が交代した場合などに、団体資

金からの一時借用や、横領等が発生するリスクが高まる。 

    こうしたリスクを低減する観点から、できる限り繰越金を少なくする

決算に努めること、一時的に多額の繰越金が発生した場合は、市が真に

財政援助すべき金額を精査し、次年度以降の事業費の財源に活用するな

ど、繰越金の早期解消に努められたい。 

  ４ 通帳残高の適時適切な確認について 

    監査対象とした団体の通帳については、大型金庫や手提げ金庫など、

いずれも鍵付きの場所に保管されており、概ね適正に管理されていた。 

    また、通帳残高についても、定期的な残高照合や、支出伺い決裁に通

帳写しを添付して確認しているなど、組織としてのチェック機能が働い

ている団体も見受けられた。 

他の自治体での事件・事故の多くは、通帳への出入金の管理を担当者

任せにし、組織としての通帳残高のチェックが疎かになっていたことに

より発生している。 

通帳の管理責任者は、任意団体の会計事務にはリスクがあるという前

提に立ち、今後も適時適切な通帳残高の確認に努められたい。 

  ５ 備品台帳の整備及び行政財産の目的外使用許可等について 

    監査を通じて、監査対象とした団体における備品や物品の管理方法を

確認したところ、市の備品等と区別できるよう団体名が記載されたラベ

ルを貼付するなど、適正に管理されている団体がある一方で、団体にお

いて購入する必要性に疑義があるものや、備品台帳を整備していないな

ど、十分に管理されているとは言えない団体も見受けられた。 

    また、団体として行政財産の目的外使用許可を得ることなく、市有施

設の一区画を間借りして、事業実施に必要となる備品等を継続的に保管

している団体も見受けられた。 

団体での備品等の購入は、市で購入するよりも、予算措置、契約事務

において融通が利きやすいため、市の業務への流用や、職員による私物

化などのリスクが潜在している。 



 

市民から見れば、市の備品等も団体の備品等も、市有施設に保管され

ていれば、市が公金で購入した備品等であり、適正な管理が求められる

のは言うまでもない。 

市と団体の備品等を明確に区別した上で、市の規程に準じた備品台帳

を整備するとともに、その保管に市有施設の一定面積を必要とする場合

は、行政財産の目的外使用許可を得るなど、適正な管理に努められたい。 

  ６ 適正な決算及び会計監査による団体運営について 

    監査対象とした団体の多くは、適正に会計監査を行っていたが、規約

や会則に監事に係る規定がない団体、会計年度が終了する前に会計監査

を行っている団体、会計年度終了日の３月３１日に会計監査を行ってい

る団体も見受けられた。 

    決算及び会計監査の目的は、会計年度が終了する３月３１日時点にお 

ける団体の財務状況を明らかにし（決算書の作成）、４月１日以降に、

監事が、その内容を監査することで、会計事務の正確性・適正性を担保

することにある。決して会計事務を担う事務局が、決算内容を監事に報

告し、会計年度内に署名、捺印をもらうことが目的ではない。 

 また、会計監査以前の問題として、事務費として計上すべき費用を誤 

って事業費に計上していた団体や、一括発注したと思われる物品を分割

納品により伝票処理していた団体もあった。これらは、実態を反映して

おらず、会計に求められる真実性の原則に反するものである。 

    市からの財政援助を受けている団体においては、公金をどのような目

的に、いくら使ったのか、市民への説明責任を果たす観点からも、団体

における決算及び会計監査の意義、重要性を再認識し、適正な団体運営

に努められたい。 

                             以上 


